
平成 22 年 9 月 30 日

各位

株式会社 近畿大阪銀行

組織改正について

株式会社近畿大阪銀行（社長 ： 桔梗 芳人）は、平成 22 年 10 月 1 日付で以下のとお

り、本部組織の改正を実施いたします。

記

１．本部組織改正の狙い

当社の営業部門は、マーケット別（法人、個人、ローン）の体制としていましたが、

これまで以上にお客さまのライフサイクルに応じたトータルサポート力を強化し、

スピーディーな対応を図るため、企画、推進、営業店サポートの各機能別体制に再

編します。

また、不祥事防止体制の一層の充実を図るため、モニタリング部署である事故防止

対策室を内部監査部へ集約します。

２．本部組織改正の概要

（１）営業統括本部の廃止

営業部門を機能別に再編することに伴い、これまで営業部門全体を統括していた

営業統括本部を廃止し、組織のスリム化を図ります。

（２）営業統括部の営業推進部への改称および法人統括部、個人統括部の廃止

営業推進部に諸計数管理を含む営業部門の推進機能を集約します。また、今回の

再編に伴い法人統括部、個人統括部は廃止します。

（３）営業企画部の新設

営業企画部を新設し、営業部門の企画機能を集約します。

（４）営業サポート部の新設

営業サポート部を新設し、営業部門の営業事務・営業店支援機能を集約します。

（５）事故防止対策室の廃止

これまで事故防止対策室で行ってきた不祥事再発防止の取組みの検証・指導等の

モニタリング機能と内部監査部の監査手法を融合させ、不祥事防止の一層の強化

と監査の高度化を図ります。それに伴い事故防止対策室は廃止します。

以 上
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